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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧延された形鋼を矯正するための方法において、
形鋼が７００℃以下の温度に加熱されることによりその断面にわたって十分に均一なかつ
その長手方向で変わる温度分布を有するようにして、形鋼を変態域の下方の限界Ａｒ１の
直下の温度で矯正することを特徴とする方法。
【請求項２】
　形鋼の温度を、圧延の間、この形鋼の断面にわたって均一な温度分布が達せられるよう
に調節することを特徴とする請求項１に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明が属する技術分野】
　本発明は、圧延された形鋼を矯正するための方法に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　圧延された形鋼、例えば二重Ｔ形鋼、Ｕ形鋼或いはアングル材の冷却は、一般に冷却床
上において行なわれる。形鋼は不均一な冷却により歪んでしまう。この歪みは形鋼の真直
状態および内部応力状態に対して不利な影響を及ぼす。これら二つの上記した品質基準に
共通したこととして、板鋼圧延の際の平坦度がこの品質基準に比される。真直性が低減さ
れると（即ち、形状反り、捩じれおよび曲げ反り（Ｂｉｅｇｅｋｒｉｍｍｕｎｇ－曲げ作
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用により生じる歪み）が生じると）、しばしば高い内部応力が誘起される。反りされた形
鋼は後処理しなければならない。内部応力は形鋼としての応荷重性を減少させる。
【０００３】
　反りの生成の原因は、公知の技術にあっては、低い形鋼温度における、一回或いは多数
回の矯正行程による許容し得る寸法に帰される。これに関して、ローラ型矯正機およびプ
レス型矯正機が使用される。
【０００４】
　この場合、形鋼を連続的に矯正するローラ型矯正機は、先ず形鋼の新たな反りを一定の
寸法にする。この場合、既存の内部応力は新たに定まった内部応力により除去される。し
かし、これは原理上形鋼の全断面にわたっては可能ではない。局外の中立した繊維の領域
内にあっては、全矯正行程の間、影響を受けることのない材料領域が残留する。第一の曲
げ行程の後、製品は一定した曲げ交番（多数回の反り交番）の作用を受ける。その際、内
部応力は、形鋼が矯正行程の後真っ直ぐになるように変形される。残留内部応力は根本的
にそのままである。形鋼としての応荷重性にあって、上記の問題を伴う形鋼内に残留する
内部応力は、不利である。更に、著しく反りした形鋼は矯正行程（例えば矯正機械内への
導入）の間問題を生じる。
【０００５】
　非連続的に働くプレス型矯正機にあっては、徐々に個別に許容しがたいほど著しく反り
した形鋼の部分は、可能な限り正確に拮抗する曲げを作用させることにより補正される。
内部応力に対する干渉は、プレス型矯正機にあっては不可能である。矯正行程の後非連続
的な、未知の内部応力状態は形鋼としての応荷重性に対して不利な影響を与える。この方
法は形鋼製造にあって材料フローを妨げ、かつ矯正に多くの時間を要する。
【０００６】
　更に、公知の技術から、圧延作業の間形鋼を選択的に冷却する方法と装置が知られてい
る（Ｓｔａｈｌ　ｕｎｄ　Ｅｉｓｅｎ，１０９（１９８９）１７１－１７６頁参照）。異
質な鋼材の質量分布によって左右されて、形鋼は不均一に冷却される。選択的な冷却によ
り形鋼の断面全体にわたって十分に均一な温度分布が達せられる。これにより、製品の材
料特性が改良される。選択的な冷却を行うために、圧延ラインに冷却装置が設けられ、こ
の圧延ラインは正常な圧延速度での圧延を可能にする。これらの冷却装置は調節可能であ
り、従って色々な寸法の形鋼を冷却することが可能である。この公知技術から同様に、圧
延作業の流れにおいて形鋼の熱処理を圧延熱を利用して行うことが知られている。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
　上記の公知の技術を基礎として、本発明の根底をなす課題は、形鋼の製造中における材
料フローを損なうことのない、品質的に優れていてかつ反りも、内部応力も僅少な形鋼の
生産を可能にする、圧延された形鋼を矯正する方法を提供することである。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
　本発明は、形鋼が７００℃以下の温度に加熱されることによりその断面にわたって十分
に均一なかつその長手方向で変わる温度分布を有するようにして、形鋼を変態域の下方の
限界Ａｒ１の直下の温度で矯正することによって解決される。
【０００９】
　冷却された形鋼の形状が本質的に、この形鋼の最も高温な領域が丁度温度Ａｒ１（変態
終期）を下回った時点における、形鋼の断面の全体おける形状と温度分布に依存している
と言う認識を利用している。形鋼が完全に変態状態となった後の全く均一な温度分布にあ
って、形鋼のこの時点において占める形状はそのままである。
【００１０】
　本発明は、形鋼の断面全体にわたる、技術的意味合いにおいて均一な温度分布にあって
のこの時点を、鋼材形状を矯正を行うのに利用すると言う思想を基礎としている。この場
合、本発明により十分に均一な温度分布にあって変態域Ａｒ１－Ａｒ３内の全部の温度が



(3) JP 4580046 B2 2010.11.10

10

20

30

40

50

該当する。
【００１１】
　形鋼の矯正は、引張り或いは据込みによって行われる。均一な温度分布並びに矯正温度
の本発明による選択およびこれに伴う矯正時点の選択により、形鋼は全く内部応力を伴う
ことなく、熱的に均一にα領域内に転移する。このことにより、形鋼が均一な冷却に基づ
いて、完全に冷却されるまで一時的に再び反りおよび／または弾性的な張力が形成された
としても、上記の状態は周囲温度にまで完全に冷却が終了した後でも維持される。
【００１２】
　本発明による有利な構成により、形鋼は変態域の下限Ａｒ１の近傍の温度にあって、特
に温度がＡｒ１を丁度下回った場合に矯正される。何故なら、鋼材料の組織再構成（Ａｒ

１－Ａｒ３）の相において時として生じる内部応力が直ちに崩壊されるからである。
【００１３】
　選択的に、断面全体にわたる均一な温度分布は、鋼材の圧延の間、この形鋼の温度を適
節に調節することによって得られる。
【００１４】
　以下に添付した図面に図示した発明の実施の態様につき本発明を詳説する。
【００１５】
【発明の実施の態様】
　形鋼ＨＥＢ１４０は曲率半径２００ｍの仮想初期反りを有している。選択的な水冷によ
り、約７００℃で、その断面全体にわたって十分に均一な温度分布が達せられた。
【００１６】
　図１には、引張りによる矯正の時点での温度に依存した形鋼の周囲温度への冷却後に期
待される残留反りが示されている。７００℃の引張り温度では残留反りが期待できないこ
とが明瞭に認められる。
【００１７】
　図２には、引張り温度に依存した形鋼の圧力内部応力と引張内部応力の期待し得る相対
的な最大値が示されている。上方の曲線はそれぞれ形鋼の圧力内部応力の期待し得る相対
的な最大値を、一方下方の曲線は形鋼の引張内部応力のその都度の最大値を示している。
図２から、７１５℃の引張り温度の場合、僅かな圧力内部応力も引張内部応力も生じ、同
時に期待し得る残留反りが実際に零になることが明瞭に認められる（この件に関しては図
１を参照されたい。）。
【００１８】
　図３は、もちろんその自重により差し当たり真っ直ぐな形鋼Ｃ２４０に関する図１に相
当するダイヤグラムを示している。この場合も、フランジの外側における選択的な水冷却
により、７００℃以下の温度で、形鋼の断面全体にわたって均一な温度分布が達せられた
。
【００１９】
　この形鋼は、７１２℃、７０２℃および５７０℃の引張り温度では反りを有していない
。しかし、図２に相当する形鋼Ｃ２４０に関して作成したダイヤグラムを示している図４
から、残留反りを消失させようとする場合、５７０℃だけでは形鋼の比較的低い圧力内部
応力と引張内部応力が期待し得るに過ぎないことが推察される。僅かな内部応力－僅かな
残留反りの発生を甘受して－は、形鋼Ｃ２４０を７２０℃以上の温度で引張りした際に達
せられる。
【００２０】
　両発明の実施の態様にあっては、７００℃以外の他の均質化温度を選択した際、残留反
りと内部応力との他の組合せが生じることが言える。
【００２１】
　本発明による矯正方法の適用は、温度分布が断面全体にわたって均一であるが、しかし
形鋼の縦方向では変化している場合にも可能である。形鋼の縦軸線にわたる不均一な温度
分布に基づいた異なったフロー張力は、形状変化速度が異なるので均一化され、従って全
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形鋼に沿って可塑的なフローが期待され、しかも基礎強度が最も僅かな場所にあってのみ
期待できない。
【００２２】
【発明の効果】
　本発明による方法により、形鋼の製造中における材料フローを損なうことのない、品質
的に優れていてかつ反りも、内部応力も僅少な形鋼の生産が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　形鋼ＨＥＢ１４０の引張り矯正を示すダイヤグラムである。
【図２】　形鋼ＨＥＢ１４０の引張り矯正を示すダイヤグラムである。
【図３】　形鋼Ｃ２４０の引張り矯正を示すダイヤグラムである。
【図４】　形鋼Ｃ２４０の引張り矯正を示すダイヤグラムである。

【図１】 【図２】
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